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固定式二酸化炭素消火設備: 放出の遅れによる被害について 
 
放出後の機関室への再入室・換気実施のタイミングが早すぎる: 二酸化炭素ガスを消火活動に使用

した場合、鎮火後に機関室に再入室する際に大きな危険が伴います。二酸化炭素の冷却効果は限ら

れているため、ガス放出までに時間がかかると、鎮火後も機関室内の機械設備が高温のままになっ

ていることがあります。また、消防隊員や乗組員が出火エリアに立ち入るタイミングが早すぎると、

酸素を多く含む空気がエリアに流入して再発火を引き起こすおそれもあります。 
 

リスク評価 
SOLAS では船舶の機関室向け消火手段として、ガス、泡、もしくは水を用いた固定式消火装置の

設置が認められていますが、消火剤ごとに鎮火効果に違いがある上に、それぞれに使用上の制限も

あります。Gardでは、新たに船舶を建造中または検討中の船主の方々には、その船に設置する消火

設備仕様を決定する前に全ての設置可能なシステムの長所・短所を詳細に検討されることを助言い

たします。その際、乗組員の安全確保を最重視し、特に二酸化炭素式設備についてはその使用に伴

うリスク・制限事項を十分考慮すべきです。消火性能面に限れば、ハロカーボンガスや各種不活性

ガスなどの「同等のガス」やウォーターミストを使用した消火設備も、二酸化炭素消火設備も優劣

はありません。消火設備仕様決定時のリスク評価・選定においては、以下の要素を考慮してくださ

い。 
 

 他のガス系消火システムは、二酸化炭素に比べて人命に及ぼす危険度は低いものの、ハロ

カーボンガスなど一部の消化ガスは火災時に危険な副生成物を発生させるおそれがある。 
 二酸化炭素系を含め、全てのガス系消火システムは、対象エリアの剛性・気密性によって

は効果が損なわれることがある。通常、貯蔵量は放出 1 回分のみに制限され、冷却効果も

限られている。 
 ウォーターミスト式装置は、放出前にドア等開口部を閉止したり、換気システムを停止す

る必要がなく、避難する必要もないため、ガス式消火装置より迅速に起動させることがで
きる。 

 ウォーターミストは放出から消火までに要する時間はガスより長くなる反面、冷却効果が

あり、煙も制御される。通常、水は無制限に確保可能である。 
 ガス系消火システムが「立体的」な消火効果をもたらす一方で、ウォーターミスト式装置

は、火災の規模、障害物の有無、換気方式、対象エリアのレイアウト等によって鎮火効果

が左右される。 
 

勧告 
二酸化炭素式消火設備を選定・運用される船主におかれては、二酸化炭素式設備の使用に伴う危険

について、明確かつ詳細な対応手順の策定や、適切な教育訓練、設備保守の実施などを通じて、関

係者に十分周知されることを強く推奨いたします。安全や品質管理のためのシステムは完備してい

ても、緊急時の乗組員への指示が徹底されていなければ不十分です。Gard では、以下の事項を推

奨いたします。 
 
 防火訓練は可能な限り定期的に実施すること。 

 緊急時対応手順は、乗組員があらゆる状況に対処できるよう十分な内容を規定すること。

特に、 
- 二酸化炭素放出操作前に必要な措置 
- 対象エリアへの再入室および換気前に必要な保持・冷却時間 
- 船内関係者および船外関連機関との通信連絡ルート 

 緊急時に乗組員の所在がつかめず混乱をきたすことがないよう、シンプルかつ確実な人数

確認方法を避難誘導・点呼召集手順に規定すること。 

 二酸化炭素設備の取扱説明書、配管回路図、警告表示およびラベルは、実際の設置内容に

沿ったものを確保すること。 
 二酸化炭素ガス放出操作は、点呼召集簿上で指名される者が行うようにすること。 

 二酸化炭素消火設備保全手順は、メーカー推奨事項を反映し、かつ IMO 指針に沿った内容

とすること（MSC.1/Circ.1318）。 

 二酸化炭素消火設備の定期保全は、承認された修理業者が行うようにすること。 
 定期検査時に、機関室内の避難ルートや非常口がはっきりと明示されていること、常に障

害物等が排除されていることを確認するようにすること。 

 二酸化炭素の危険性について継続的に周知徹底し、乗組員への教育訓練および事例伝達を

通じて、船舶に設置される各二酸化炭素設備の機能、制限事項、および危険性について共

通の理解が形成されるようにすること。 
 
全ての船舶消火設備に共通の要件として、SOLAS Reg.II-2/10「目的」に規定される「火災を、その

発生源において抑制し迅速に鎮火できること」が求められます。二酸化炭素消火設備の場合、その

実際の運用において、窒息等のリスクがあり、放出前に全員が完全に避難する必要がある等の理由

から、放出実施までに相当な遅れが生じるケースがよくあるようです。 


